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１．はじめに

日本の土壌汚染の施策として、平成 23 年 4 月に改

正された土壌汚染対策法は、汚染残置型の措置を推奨

する方向性を提示している。また、環境省では「ブラ

ウンフィールドの活用検討」として、リスク管理の考

え方を強めた汚染への対応策の検討が進められている。

さらには、国土交通省も平成 22 年 3 月に「合理的対

策によって土壌汚染地の有効活用に成功した事例に関

する情報収集・分析業務報告書」を公表している。

一方で、多くの土地の取引においては依然として土

壌汚染対策法の指定基準を満たすような対策が求めら

れており、このことが汚染された土地の利用を停滞さ

せる一因となっていることは否めない。

こうした背景から、市民の土壌汚染への認識に関す

るアンケートを実施し、汚染を完全には除去しない土

地の有効な利用の可能性を検討した。

２．実施方法

実施の方法は、電子メールでアンケートの趣旨の説

明等を記した案内状を送ったうえで、WEB サイトに

開設した調査票に回答を入力してもらうものとした

（表 1）。合計 103 名の回答者の属性として、土壌汚染

に関連した業種への従事経験のない者（経験なし）が

74 名（72％）、経験のある者（経験あり）が 29 名（28％）

であった。年齢構成は、経験なしで 40 歳代が、経験あ
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図 3 土壌汚染地の浄化目標の設定水準と土地の利用用途

図 1 回答者の年齢構成

図 2 汚染低減を講じながらの土地の利用

調査期間 2011/2/5～2011/6/8

抽出方法 便宜的抽出法

調査方法 インターネット調査

総回収数 103人

実務経験 なし 74人

あり 29人

性別 男 71人

女 32人

表 1 調査概要
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りでは 40 及び 50 歳代が最も多かった（図 1）。

３．結果と考察

汚染の低減を講じながら土地を利用することに

ついて（図 2）は、「まったく問題ない」と「多少

の不安はあるが仕方ない」が、経験なしでは 50％

弱、経験ありでは 75％以上を占める結果となった。

次の質問は、自分がその土地利用者の場合、あ

るいは一般的な施策としての 2 つの立場を想定し

て、土壌汚染への意識を調査したものである（図

3）。浄化目標については、経験なしでは基準値以

下が 60％を占めて最も多かったが、経験ありでは、

基準値以下が 20％弱で基準値未達成でも容認が

70％を占めていた。この傾向は、2 つの立場間で

著しい差はなかった。また、土地利用用途につい

ては、経験なしでは、住宅が 5％に過ぎず、利用

不可も 10％となっていたのに対し、経験ありでは、

住宅が 30％であった。一般的施策としてでは、よ

り安全側となる用途を選択する傾向があった。

欧米における汚染残置型の制度についての認識

に関する図 4 では、経験なしでは、ほとんど認識

されていなかったのに対し、ありの回答者で 60％

以上が認識しているという、大きく差の出た結果

となった。海外で適用されているような土地利用

形態に応じた浄化目標値を設ける制度は、日本で

はそれほど広く知られているわけではないとの想

定に従う傾向となった。

図 5 は、日本で化学物質に対するリスク管理の

概念が導入されていることを問うものであるが、

図 4と同様に差の広がる結果となった。

土壌汚染のリスクに対する相対的な認識につい

ての質問を行ったのが図 6である。これによると、

喫煙以上、あるいは、交通事故と原発事故の間と考える回答者が最も多く其々20％弱を占めていた。しかし、他の

事象との比較において顕著な差があるわけではなく、設問の適切性について反省すべき点があったと思われる。そ

の一方で、自分の身に及ぶ影響の大きさを十分に体感できない様子が見てとれ、結果的には、土壌汚染が不動産取

引の際にスティグマの要因とされることの顕れではないかと考えることができる。

図 7 は、完全に土壌汚染の除去されないことがわかったときでも、関係者間のコミュニケーションによって、そ

の問題を解決できると思うかという設問である。非常な困難が存在する、あるいは、コミュニケーションでは解決

できないという否定派は、経験なしで 55％、経験ありで 30％であった。経験ありの回答者は、土壌汚染についての

知識を少なからず持っており、汚染問題の解決には個人ではなく社会全体における合意の形成が必要となることか

ら、妥結に至ることは容易ではないとの認識を有していると示唆される。

全体を通して、実務経験のある層が土壌汚染の存在に対して柔軟な姿勢をとることが確認できた。したがって、

土壌汚染の状況、化学物質の毒性や挙動、さらには、対策や管理の適切な方法の認識を市民において進めることが

できれば、汚染された土地の利用方法にも、より幅のある選択が拡がっていくのではないかと考えられる。
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図 7 汚染を残留させる対応に関するコミュニケーション

による解決の可能性

図 6 実務経験のない回答者における土壌汚染の相対的

リスクの認識
（各事象の相対的順列については文献 1）,2)を参照した）

図 4 欧米の浄化中サイトの利用促進策に関する認識

図 5 日本におけるリスク管理施策に関する認知度
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